
５つの
重点目標

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

1-1
■既に策定したTS出来形管理要領、監督･検査要領の見直し 　（土工及び
舗装工用）

1-2
■TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大 　（埋設物、護
岸、道路土留め、擁壁、撤去工　等）

2-1
■一連事業への情報化施工（MC）の一括導入に関する基礎試験を通じた
全体的な効果検証、評価

2-2
■情報化施工技術の導入による個別の定量的な評価の実施（工事におけ
る工期短縮等）

3-1
■TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領、監督･検査要領の策定･改訂
及び本格導入

3-2
■TS出来形管理におけるノンプリズム方式の適用
（手引き、要領への反映）

3-3
■MC・MG（グレーダー、ブル、バックホウ）による施工管理、監督･検査方法
の確立
（任意点や面的な品質管理方法の導入、施工データの活用）

3-4

■GNSSの活用可能性検討
 　①　GNSSによる出来形確認への適用性検証
 　②　GNSSによるMCの施工精度、出来高管理等への活用検証

3-5
■TSを用いた出来形管理の監督・検査の合理化
（出来形管理帳票の自動確認）

第二期情報化施工推進戦略（H25-29）に基づくプログラムの進捗状況

情報化施工推進戦略
プログラム

１０の取組

1
情報化施工による施工管理要
領、監督・検査要領の整備

2
情報化施工の定量的な評価の実
施

3 技術基準類（設計・施工）の整備

資料４

3 5 （出来形管理帳票の自動確認）

4-1
■CIMモデル事業の設計から施工への検証・設計データの施工へ流通の課
題確認と改善策の確立

4-2
■TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大
（埋設物（維持管理段階への活用・一元管理））

4-3
■TSを用いた出来形管理で利用した工事基準点等（基準点、用地境界を含
む）の再利用

4-4 ■情報化施工データによるトレーサビリティ確保方策の確立

4-5 ■情報化施工に係る標準化戦略策定（ISO15143関係)

②新たに普及を推進する技術・工種の拡大に関する重点目標

5
新たな技術や既存の技術を導入
し普及する仕組み作り

5-1
■既存技術の情報化施工としての位置づけ・普及

③情報化施工の普及拡大に関する重点目標

6-1
■一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の実施、実施状況
の整理･分析

6-2
■一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の施工合理化調
査、歩掛の整備

6-3
■除雪ICT（除雪車へのMGorMCの適用）の開発・導入 　（除雪機械の効率･
効果の向上、熟練作業員不足への対応）

7
ユーザが容易に調達できる環境
の整備

7-1
■低利融資制度、研究開発に係る税制優遇措置の拡充等の検討及び実施

④地方公共団体への展開に関する重点目標

8 情報発信の強化 8-1 ■雑誌、シンポジウム、展示会等の各広報活動の実施及びフォロー

9-1 ■見学会･講習会への地方公共団体の参加促進

9-2 ■都道府県との連携体制の強化

⑤情報化施工に関する教育・教習の充実に関する重点目標

10 研修の継続と内容の充実 10 1 ■研修、見学会･講習会の充実

9
情報化施工の導入現場の公開や
支援の充実

6 一般化及び実用化の推進

4
ＣＩＭと連携したデータ共有手法の
作成

10 研修の継続と内容の充実 10-1 ■研修、見学会 講習会の充実
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項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
面的(多点)計測や代表点計測を
踏まえた要領案作成 国総

2
舗装工（新設）での厚さ管理手法
の検討 関東

3
要領に関する意見照会
検査の合理化 関東

4
必要性判断

H26 H27 H28 H29

１－１  既に策定したTS出来形管理要領、監督･検査要領の見直し　（土工及び舗装工用）　

現行のＴＳ出来形管理要領、監督・検査要領について、技術基準類の改訂検討（面管理
等）に伴い、出来形管理要領、監督・検査要領の改定案を検討する。
関係機関とは、関東地整がとりまとめ、意見照会を実施する。

1  情報化施工による施工管理要領、監督・検査要領の整備

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

■既に策定したTS出来形管理要領、監督･検査要領の見直し　（土工及び舗装工用）

H30

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

内　　容

H25-要領案作成、現場検証
H28 新たな要領を通知

H25

2

実施内容及び
スケジュール

2



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

・コンクリート張工の計測手法の立
案・問題点の整理
・出来型管理要領（試行案）作成

国総研

2
出来形管理要領（試行案）による試
行
（※）導入効果の検証

関東・北陸・
中部

・護岸の他工種、土留・擁壁工の計
測手法の立案・問題点の整理

H28 H29 H30

新たなＴＳ出来形管理要領、監督・検査要領の作成。
国総研が素案を作成し、各地整に意見照会し、各地整に工種を割り振り現場検証・制定改
訂を実施する。
関係機関としては、地整技術管理課、道路工事課、道路保全対策室、道路事務所（出張
所）、河川工事課、河川事務所（出張所）であり、各地整が意見照会を実施する。

内　　容

１－２  TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

1  情報化施工による施工管理要領、監督・検査要領の整備

■TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大
（埋設物、護岸、道路土留め、擁壁等）

＜最終目標＞　各技術に応じて段階的に実施
【道路埋設物編】①TS出来形管理要領、②TS監督検査要領、③TSソフト機能要求仕様書、
④設計データ・帳票作成ソフト機能要求仕様書、⑤TSソフト機能確認ガイドライン、⑥設計
データ・帳票作成ソフト機能確認ガイドライン
【護岸工編】・【道路土留め編】・【擁壁編】上記①～⑥
【共通】TS施工管理データ交換標準Ver.5.0
＜中間目標＞
上記の各工種の①～④の「試行案」

情報化施工推進戦略

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

H25 H26 H27

3 

1
測手法の立案 問題点の整理
・出来型管理要領（素案）作成
・ｿﾌﾄｳｪｱ要求仕様書（素案）作成

国総研

4

・出来形管理要領（案）作成
・ソフトウェア要求仕様書（案）作成
・監督検査の手引き（案）作成
(※）全国試行・ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞ開発用

国総研

5
試行工事実施
(※）要領類の検証 全地整

6

・出来形管理要領
・監督検査要領（改正）
・ソフトウェア要求仕様書
・次期データ交換標準ver5.0の策定

本省・国総研

実施内容及びスケ
ジュール

（H25年度実施事項）
・コンクリート張護岸に関する計測手法の立案、現場試行による効果計測

（H26年度実施事項）
＜国総研＞
・計測手法の立案、導入効果の検証（試行工事のマネジメント）、要領～ソフト仕様書(素案)の修正・作成

＜地整＞
・試行工事の実施・・・各２現場以上

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

3 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

(連記業務) MC施工による均一な施
工と工事目的物寿命への影響にか
かわる要素試験

関東

2

土木研究所
２－２の検討材料として提供

土研

H30

（H25年度実施事項）
路盤の敷き均し作業にＭＣグレーダを用いることにより、路盤の平坦性の向上が期待できる。そこで、路盤の平坦性の差異がアス
ファルト舗装に及ぼす影響の有無を確認するため、路盤の平坦性が異なる実物大アスファルト舗装試験体を用いて移動載荷試験
を実施した。
実験では 路盤の平坦性が優れている箇所の方が舗装面の部分的な沈下が生じにくい結果となった 限られた実験結果ではある

･土研重点研究【土研】H26-28、連記【関東】H25が発注する。
Ｈ２５は要素試験を実施、Ｈ２６以降に実施工での検証内容が確定後、現道工事の選定、
調整、意見照会を実施する。

定量的な効果の適時公表、効果的な活用方法・定量的な評価手法の整理、技術基準の見
直し　中間目標　要素試験結果とりまとめ　２－２へ提供

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 土木研究所（先端技術チーム）

H25 H26 H27 H28 H29

２－１  一連事業への情報化施工（MC）の一括導入に関する基礎試験を通じた
全体的な効果検証、評価

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

２  情報化施工の定量的な評価の実施

■一連事業への情報化施工（MC）の一括導入に関する基礎試験を通じた全体的な効果検
証、評価

4 

実施内容及びスケ
ジュール

実験では、路盤の平坦性が優れている箇所の方が舗装面の部分的な沈下が生じにくい結果となった。限られた実験結果ではある
が、路盤の平坦性の向上がアスファルト舗装に良い影響を及ぼす可能性が確認できた。

4 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

シミュレーションによる定量的評価
・道路土工と舗装の平坦性・均一性
の差異による耐久性を定量的に評
価するシミュレーションを作成

土研

2

試験施工工事における実態調査
・道路土工と舗装の現場で、情報化
施工と通常施工を比較するため、平
坦性・支持力等の計測調査と資料収
集を実施

土研

3

実態調査結果を用いたシミュレーショ
ンの検証と改良
・シミュレーションの精度・機能を検
証し、プログラムを改良

土研

定量的評価手法を作成

H30

・土研重点研究として調査・研究を実施する。

定量的な効果の適時公表、効果的な活用方法・定量的な評価手法の整理、技術基準の見
直し

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 土木研究所（先端技術チーム）

H25 H26 H27 H28 H29

２－２  情報化施工技術の導入による個別の定量的な評価の実施

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

２  情報化施工の定量的な評価の実施

■情報化施工技術の導入による個別の定量的な評価の実施
（工事における工期短縮等）

5

4
定量的評価手法を作成

土研

5
作成した評価手法の技術基準（土工
指針等）への反映 土研

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
＜土研＞
・定量的評価のシミュレーションのため、力学モデル・解析方法等を検討・整理し、物性値・輪荷重変動・各層上下面ひずみを推定
する個別のプログラムを作成する。
・情報化施工と通常施工の比較とプログラムの個別機能を検証するために実態調査を実施する。

＜地整＞
・実態調査への協力　……　H26年度は1～2件程度

5



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1 ・まきだし厚管理手法（原案作成） 関東

2 ・改正監督検査要領案作成 本省技調課
本省公企課

3 ・改正監督検査要領の発出 本省技調課
本省公企課

H26 H27 H28 H29

■TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領、監督･検査要領の改訂

３－１  TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領、監督･検査要領の改訂

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

３  技術基準類（設計・施工）の整備

H30

（H26年度実施事項）
＜関東＞
・回数管理と密度の相関フォローアップについて要望有り
　背景：２４年改定後の密度管理基準変更＋品確法改定
・密度計測（低頻度）の検討

背景 JCMA情報化施工委員会にて現場実態の反映意見あり 関東意見交換会にて

･連期【関東】過年度より検討した、施工層厚の把握及び施工層数の規定等について要領
改定を行う。
関係機関とは、必要に応じ各地整が意見照会を実施する。

H25-要領案作成
H26 要領の通知適用

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

情報化施工を適用した現場における、管理手法の一部（まき出し厚写真確認）省略化

6

実施内容及びスケ
ジュール

　背景：JCMA情報化施工委員会にて現場実態の反映意見あり、関東意見交換会にて
　各業協会の意向確認を予定

情報化施工を適用した現場における、管理手法の一部（まき出し厚写真確認）省略化

6



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
活用状況、調査課題把握
・各事務所
・業協会

関東

2
活用状況、調査課題把握
・事務所（関東地整） 本省

3
要領改訂検討

関東

H26 H27 H28 H29

■TS出来形管理におけるノンプリズム方式の適用
（手引き、要領への反映）

３－２  TS出来形管理におけるノンプリズム方式の適用

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

３  技術基準類（設計・施工）の整備

H30

関東地整で２５年度通知したノンプリズム方式の手引きの活用状況を把握、意見照会を実
施し本要領に反映する。
関係機関とは、関東地整が活用状況調査しとりまとめ、意見照会を実施する。

H25 手引きの現場への適用
H26 要領への反映

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

7 

実施内容及びスケ
ジュール

7 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
近傍点での出来形計測に関する運
用(試行案)の関東地整内で通知 関東

2
試行工事の実施（関東地整）
要領およびソフトウェア機能の検証 関東

3

出来形計測手法の運用（素案）
（※）H26試行を踏まえ必要に応じ実
施
（※）全国試行用に、TS出来形要
領、監督検査要領の計測方法等を
変える「運用」として情報発信

関東

4
出来形計測手法の運用（素案）に基
づく試行工事の実施（全地整） 全地整

5
・要領類作成（課題1-2に合流）
(※）全国試行・ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞ開発用 国総研

H26 H27 H28 H29

■MC・MG（グレーダー、ブル、バックホウ）による施工管理、監督･検査方法の確立
（任意点や面的な品質管理方法の導入、施工データの活用）

３－３ MC・MG（グレーダー、ブル、バックホウ）による施工管理、監督･検査方法の確立

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

３  技術基準類（設計・施工）の整備

H30

･連記【関東】により業務委託を発注。MC施工など施工機械の面的な位置情報を活用し
た、情報化施工用の施工管理要領を検討・制定する。

施工管理手法通達（運用）及び要領改定

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

8 

6
試行工事実施
(※）要領類の検証 全地整

7

・出来形管理要領
・監督検査要領（改正）
・ソフトウェア要求仕様書
・次期データ交換標準ver5.0の策定

本省・国総研

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
＜関東＞
　・近傍点での出来形計測手法の運用(案)の関東地整内で通知
　・現場試行の実施（関東地整）

8 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
・出来型管理の手引き（試行案）作成
・精度確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（試行案）作成 国総研

2
・出来型管理の監督・検査の手引き
（試行案）作成 国総研

3
・現場試行
（※）要領類の検証 関東

活用状況 調査課題把握

H26 H27 H28 H29

■GNSSの活用可能性検討
 　①　GNSSによる出来形管理の適用性検証

３－４ GNSSの活用可能性検討

内　　容

②新たに普及を推進する技術・工種の拡大に関する重点目標

３  技術基準類（設計・施工）の整備

H30

・RTK-GNSSを用いた出来形管理要領(土工)、監督・検査要領の素案を作成。また、高さ補
完機能付きRTK-GNSSを利用する場合の手引き等を作成。国総研が素案を作成し、各地
整で現場検証を実施する。関係機関としては、地整技術管理課、道路工事課、道路保全
対策室、道路事務所（出張所）、河川工事課、河川事務所（出張所）であり、各地整が意見
照会を実施する。

＜最終＞
【土工編】①RTK-GNSS出来形管理要領、②RTK-GNSS監督検査要領、③RTK-GNSSソフ
ト機能要求仕様書、⑤RTK-GNSSソフト機能確認ガイドライン、（設計データ・帳票ソフトは
TSと同じ）、⑦高さ補完機能付きRTK-GNSS出来形管理の手引き、⑧高さ補完装置の精度
確認ガイドライン、⑨高さ補完機能付きRTK-GNSS監督検査の手引き
＜中間＞
上記の①～③、⑦～⑨の「試行案」

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

H25

9 

4
・活用状況、調査課題把握

全地整

5
・別の高さ補完技術についての技術
調査・現場適用性の検証（随時） 国総研

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
＜国総研＞
・高さ補完機能付きRTK－GNSSを用いた出来形管理の手引き(試行案)  平成26年3月改正のブラッシュアップ

＜地整＞
・試行工事の実施・・・各２現場以上（関東）

9 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
・様式本省内調整
・β版開発仕様の決定 国総研・近畿

2

・出来形管理要領（素案）作成
・ソフトウェア要求仕様書（素案）作成
・監督検査要領（改正案）作成 国総研

総括表による検査試行

H26 H27 H28 H29

■TSを用いた出来形管理の監督・検査の合理化
（出来形管理帳票の自動確認）

３－５  TSを用いた出来形管理の監督・検査の合理化

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

３  技術基準類（設計・施工）の整備

H30

出来形管理の監督・検査の合理化として、国総研で帳票の自動確認の仕組みを検討す
る。
仕組み(機能イメージ)を、四国地整・九州地整の協力で現場意見照会後、国総研で整理・
検討し、関係者と調整する。
関係機関としては、地整技術管理課、道路工事課、道路保全対策室、道路事務所（出張
所）、河川工事課、河川事務所（出張所）であり、各地整が意見照会を実施する。

＜最終＞
【土工】①出来形管理要領の一部改定、②監督検査要領の一部改定、④設計データ・帳票
作成ソフト機能要求仕様書の一部改定、⑥設計データ・帳票作成ソフト機能確認ガイドライ
ンの一部改定
＜中間＞
【土工】（開発者と要調整）第１段階のみで上記①②④⑥を先行リリース

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

H25

10 

3
総括表による検査試行

近畿・全地整

4

・出来形管理要領
・監督検査要領（改正）
・ソフトウェア要求仕様書新Ver案
（総括表による検査に係る改正）

本省・国総研

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
＜国総研＞
・出来形管理図表に変わり新たに検査対象として定義する総括表の様式案決定、導入効果の検証

＜地整＞
・様式案の意見聴取（※）意見照会中
・TS出来形管理対象工事で試行（近畿）

10 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
３次元データ流通・利活用のモデル
工事、利活用可能な情報項目・条
件・課題抽出

2
抽出した情報項目や課題を元に検
討し、ガイドライン（試行案）を作成

ガイドライン（試行案）による試行・検

H26 H27 H28 H29

■CIMモデル事業の設計から施工への検証
 　・設計データの施工へ流通の課題確認と改善策の確立

４－１  CIMモデル事業の設計から施工への検証

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

４  ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成

H30

本省　技調ＣＩＭラインと連携し、３次元データと情報化施工データの相互化を実施。
ＣＩＭ試行工事において、検証する。

＜最終＞
【対応策A】①[設計→土工]設計で作成した3Dデータを施工で利用するためのガイドライン。
②［土工→舗装］土工業者が利用したデータを舗装業者が利用するためのガイドライン
【対応策B】CAD製図基準、〃ガイドラインの改定（又は、相当する要領）
＜中間＞
【対応策A】上記①②の試行案
【対応策B】上記の素案

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

H25

11 

3
ガイドライン（試行案）による試行 検
証

4
ガイドラインの策定

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
・３次元データ流通・利活用のモデル工事
・利活用可能な情報項目・条件・課題抽出

11 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
・計測手法の立案・問題点の整理
・出来型管理要領検討 －

2
・維持管理要領の検討
・システムの機能概要とコストの検討 －

3
システム設計・開発

－

・出来形管理要領

H26 H27 H28 H29

■TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大
（河川護岸、道路埋設物（維持管理段階への活用・一元管理））

４－２  TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

４  ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成

H30

維持工事における埋設物のＴＳ出来形管理要領データの活用について、国総研が検討し、
関東・中国地整において意見照会や現場検証する。
（試行活用し、別途、検討されている維持管理データベースへの活用を検討する。）

＜最終＞
【道路埋設物】①TS出来形管理要領の一部改定、②TS監督検査要領の一部改定、③TSソ
フト機能要求仕様書の一部改定、④設計データ・帳票作成ソフト機能要求仕様書の一部改
定、⑤データの保管・利用マニュアル、データ管理ソフトウェアの機能要求仕様書
＜中間＞
上記の①～②の「試行案」

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 国総研（情報化施工チーム）

H25

12 

4
・出来形管理要領
・維持管理要領 －

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
＜国総研＞
・計測手法の立案
・導入効果の検証（試行工事のマネジメント）

12 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
現場関係者(事務所、施工者団体)へ
のヒアリング調査
(H24概要検討)

国総研
全地整

H26 H27 H28 H29

■TSを用いた出来形管理で利用した基準点等（基準点、工事基準点、用地境界）の再利用

４－３  TSを用いた出来形管理で利用した基準点等の再利用

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

４  ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成

H30

国総研において、過去の工事基準点を活用する「基準点再利用システム」を、北海道、東
北、九州で現場意見照会や業界意見照会を通じて構築し、国総研にて要領・機能要求仕様
書・データ交換標準をとりまとめる。
関係機関としては、地整技術管理課、道路工事課、道路保全対策室、道路事務所（出張
所）、河川工事課、河川事務所（出張所）であり、各地整が意見照会を実施する。

＜最終＞
①工事基準点等データの収集に関する要領（施工者向け）
②工事基準点等データの保管・利用マニュアル（出張所向け）
③工事基準点等データ交換標準（データフォーマット）
④TS出来形管理ソフト機能要求仕様書の一部機能追加
⑤工事基準点データ管理ソフトウェア（簡易なソフトの開発）
＜中間＞
上記の①～②の「試行案」

情報化施工推進戦略

マネジメント担当機関 本省（公共事業企画調整課）

H25

13 

(H24概要検討)
全地整

2

・調査結果の意見照会
・現場意見を受け本省関係者や開発
者と意見交換

国総研
全地整

4
現場意見を受け本省関係者や開発
者と意見交換

国総研
全地整

実施内容及びスケ
ジュール

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

13 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

ＣＩＭモデル事業の実施（一部、施工
開始）
(H24ＣＩＭモデル事業の実施（主に構
造物の設計）

本省公企課
本省技調課
国総研（ＣＩＭ
担当）

2

ＣＩＭモデル事業の検証結果を踏ま
え、ＣＩＭモデルへの情報化施工デー
タの利活用方策を検討

本省公企課
本省技調課
国総研（ＣＩＭ
担当）

3

ＣＩＭモデルの構築（情報化施工デー
タの位置付け）

本省公企課
本省技調課
国総研（ＣＩＭ
担当）

H26 H27 H28 H29

■情報化施工データによるトレーサビリティ確保方策の確立

４－４  情報化施工データによるトレーサビリティ確保方策の確立

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

４  ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成

H30

CIMモデルにおけるICタグ等を用いた材料情報や、MC等による施工履歴等の施工時の
データについて、維持管理段階における災害復旧や補修等での活用方策を確立する。

平成２５年度　　ＣＩＭモデル事業の実施
平成２８年度　　ＣＩＭモデルの構築

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 本省（公共事業企画調整課）

H25

14

実施内容及びスケ
ジュール

14



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

関連業界への照会結果を踏まえた
対応、データ交換標準の策定、
ISO15143データ辞書の拡張登録
(平成21年度～　データ交換標準の
検討・検証)

土研

2
運用開始

土研

H26 H27 H28 H29

■情報化施工に係る標準化のフォロー（ISO15143関係）

４－５  情報化施工に係る標準化戦略策定（ISO15143関係）

内　　容

①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標

４  ＣＩＭと連携したデータ共有手法の作成

H30

既に策定したISO15143に基づく運用の適正化

ISO15143準拠データ交換標準の作成（TS･GNSSを用いた締固め管理技術等）
ISO15143データ辞書の拡張登録、ISO15143の国内基準化

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 本省（公共事業企画調整課）

H25

データ辞書の構成要素（概念図） 一般的な施工現場のデータ交換用

スキーマ

15 

実施内容及びスケ
ジュール

※活用例：締固め回数管理データ交換(プログラム3-1)

データ辞書の構成要素（概念図） 一般的な施工現場のデータ交換用

スキーマ

15 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

マネジメント担当機関

■既存技術の情報化施工としての位置づけ・普及
　・確認段階技術（MC路面切削、MCアスファルトフィニッシャ）
　・検討段階技術（盛土の捲き出し厚さ管理、加速度応答による締め固め管理、TS路盤工
管理等）
　・上記を含め、NETISを活用した新たな情報化施工技術の発掘

５－１  既存技術の情報化施工としての位置づけ・普及

内　　容

②新たに普及を推進する技術・工種の拡大に関する重点目標

５  新たな技術や既存の技術を導入し普及する仕組み作り

●今後も新技術活用システム（NETIS）にて、情報化施工技術の新技術についても現場での活用を推進す
る。

各地整において、既存の情報化施工技術（路面切削、アスファルトフィニッシャ等）の情報化
施工機械について、現場活用・試験施工を実施し、情報化施工としての位置づけを確立す
る。
情報化施工担当者会議において、技術の発掘、技術評価、普及方策について検討する。

＜最終目標＞
①確認段階技術・検討段階技術について、有用性の高い技術の普及を推進する
②NETIS登録技術から複数の技術を新たに情報化施工技術として位置づける

本省（公共事業企画調整課）

16 

実施内容及びスケ
ジュール

16 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

マネジメント担当機関

■一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の実施、実施状況の整理･分析

６－１  一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の実施、実施状況の整理･分析

内　　容

③情報化施工の普及拡大に関する重点目標

６  一般化及び実用化の推進

技術の普及状況に応じて、特に普及促進する技術を定める。
（4半期毎に全国の実施状況を取りまとめ、基本的に毎年、普及促進する技術の見直しを行う）
■一般化技術
　・トータルステーションによる出来形管理技術（土工10,000ｍ３以上）
　→　技術の定着の必要性から、当面、「使用原則化」を実施　（Ｈ２５～）
■一般化推進技術
　・トータルステーションによる出来形管理技術（土工10,000ｍ３未満）
　　→　目標活用率：　６０％（Ｈ２５）
　・マシンコントロール（グレーダ）技術
　　→　目標活用率：　６０％（Ｈ２５）
　・ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理技術
　　→　目標活用率：　１５％（Ｈ２５）、３０％（Ｈ２６）
　・マシンコントロール・マシンガイダンス（ブルドーザ）技術

→ 目標活用率 １５％（Ｈ２５） ３０％（Ｈ２６）

各地整において、一般化技術、一般化推進技術、実用化検討技術を活用促進し、実施状
況を整理・分析し、本省で取りまとめる。
概ね１年毎に技術毎の活用・普及状況を踏まえ、今後の推進方策を決定する。

（下記）

本省（公共事業企画調整課）

17 

実施内容及びスケ
ジュール

　　→　目標活用率：　１５％（Ｈ２５）、３０％（Ｈ２６）
　・マシンガイダンス（バックホウ）技術
　　→　目標活用率：　１５％（Ｈ２５）、３０％（Ｈ２６）
■実用化検討技術
　・トータルステーションによる出来形管理技術（舗装工）
　　→5件以上／地整等
■確認段階技術
　・マシンガイダンス（アスファルトフィニッシャ）技術
　・マシンコントロール（路面切削器）技術
　　→適した工事があれば実施

（H26.3月末現在）一般化技術 一般化推進技術 実用化検討技術

5件以上/地整
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項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

マネジメント担当機関

■一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の施工合理化調査、歩掛の整備

６－２  一般化技術（TS）、一般化推進技術、実用化検討技術の施工合理化調査、歩掛の整備

内　　容

③情報化施工の普及拡大に関する重点目標

６  一般化及び実用化の推進

実施内容及びスケ
ジュール

（H26年度実施事項）
・以下の４工種について、全国で施工されている直轄及び補助の現場で施工実態調査を実施
・機械土工（土砂）
・土の敷均し締固め工
・法面整形工
・路盤工

（H27年度実施事項）
・平成26年度の調査結果を基に、歩係を解析し制定予定。

（H28年度実施事項）
・平成28年4月1日より適用予定

各地整において、一般化技術、一般化推進技術、実用化検討技術を実施し、実施状況を整
理・分析し、歩掛制定が可能なものについて施工合理化調査、歩掛の整備を実施する。
歩掛制定については、活用状況を判断して決定する。

歩掛整備

18 18 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

開発基本構想検討
・開発条件の整理
・具体的構築の検討

北陸

2

試作装置による検討
・検証用データ作成・機器開発
・検証試験

北陸

3
ガイダンス装置普及仕様案とりまと
め
路側端データ計測要領案とりまとめ

北陸

4

・普及仕様車載端末装置製作
・路側端データ計測手法検証

北陸

5
現地検証試験

北陸

6
システム普及仕様案修正

北陸

H30

・開発調査費【北陸】H25-　において、除雪ＩＣＴの開発・導入を実施する。

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 北陸地整　施工企画課

H25 H26 H27 H28 H29

■除雪ICT（除雪車へのMGorMCの適用）の開発・導入
（除雪機械の効率･効果の向上、熟練作業員不足への対応）

６－３  除雪ICT（除雪車へのMGorMCの適用）の開発・導入

内　　容

③情報化施工の普及拡大に関する重点目標

６  一般化及び実用化の推進

19 

7
試行導入

北陸

実施内容及びスケ
ジュール

実施内容

Ｈ２６スケジュール

１月中旬

～２月中旬

３月

１０月下旬

19 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

マネジメント担当機関

■低利融資制度、研究開発に係る税制優遇措置の拡充等の検討及び実施

７－１  低利融資制度、研究開発に係る税制優遇措置の拡充等の検討及び実施

内　　容

③情報化施工の普及拡大に関する重点目標

７  ユーザが容易に調達できる環境の整備

●融資
・情報化施工により施工の効率化、合理化を図る場合に、情報化機器（参考下図）の購入、賃借に
ついて、(株)日本政策金融公庫の低利・長期の融資制度を活用可能。
（建設機械本体は対象外）

低利融資、税制優遇措置の環境整備

本省（公共事業企画調整課）

●税制
・研究開発税制として、次の4つの制度を整備。
①　試験研究費の総額に係る税額控除制度
　試験研究費の額の一定割合の金額をその事業年度の法人税額から控除。
②　特別試験研究に係る税額控除制度
　特別試験研究費の額の一定割合の金額をその事業年度の法人税額から控除。
③　中小企業技術基盤強化税制

「試験研究費の総額に係る税額控除制度」又は「特別試験研究に係る税額控除制度」との選択適

20 

実施内容及びスケ
ジュール

●補助金（H26より新設）
（経済産業省・国土交通省連携事業）
【事業名】
省エネルギー型建設機械導入補助金
【目的】
環境性能に優れた省エネルギー型建設機械に対して導入補助を行うことで、世界最先端の省エネ
型建機の市場構築や一層の省エネ性能向上を支援し、国内普及、更には海外展開につなげていく
【補助対象】
燃費性能の優れた建設機械の新規導入（購入及びリース・レンタル）
【補助率】
通常車両との価格差の2/3（上限300万円）
【H26年度執行管理団体】
一般財団法･製造科学技術センター 省エネ機械導･促進事業本部
http://www.eco-kenki.jp/

「省エネルギー型建設機械」とは以下のいずれの要件も満たすもの
１）原動機を搭載した特殊自動車にあっては、オフロード法2011年基準又は2014年基準に適合して
いること
２）国土交通省の策定した燃費基準を達成していること
３）ハイブリッド建設機械、情報化施工機器搭載建設機械又は電動機駆動建設機械であること

　「試験研究費の総額に係る税額控除制度」又は「特別試験研究に係る税額控除制度」との選択適
用で、その試験研究費の額の一定割合の金額をその事業年度の法人税額から控除。
④　試験研究費の額が増加した場合等の税額控除制度
　次のいずれかに該当するとき、上記①、②及び③の制度とは別枠でその試験研究費の額の一定
割合の金額をその事業年度の法人税額から控除。
(1)試験研究費の額が、比較試験研究費の額を超え、かつ、基準試験研究費の額を超える場合
(2)試験研究費の額が、その事業年度の平均売上金額の10％相当額を超える場合

20 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1
・各機関等の広報活動実施内容の
整理及び情報共有し、各機関等と連
携して行う

2
・９月末、２月末時点での実施状況
のフォローアップ

3
・各機関等の広報活動実施内容の
整理及び情報共有し、各機関等と連
携して行う

4
・９月末、２月末時点での実施状況
のフォローアップ

5
・各機関等の広報活動実施内容の
整理及び情報共有し、各機関等と連
携して行う
・９月末、２月末時点での実施状況

プ

H26 H27 H28 H29

■雑誌、シンポジウム、展示会等の各広報活動の実施及びフォロー

８－１  雑誌、シンポジウム、展示会等の各広報活動の実施及びフォロー

内　　容

④地方公共団体への展開に関する重点目標

８  情報発信の強化

H30

官、協会、学会の実施状況をフォローし、積極的な活動を促進

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

21 

6 のフォローアップ

実施内容及びスケ
ジュール

　平成２５年度の実施状況

　　○雑誌

　　　　　　「建設機械施工」、「建設機械」、「建設マネジメント」、「北陸の建設技術」、「測量」、
　　　　　「しこく」の６誌に投稿、２５回掲載
　
　　○シンポジウム

　　　　　　「国土交通技術研究発表会」、「建設機械と施工法シンポジウム」、「年次学術講演会」
　　　　　（土木学会）、「建設技術フォーラム」の４研究発表会等にて１８課題を発表

　　○展示会等

　　　　　　「建設技術展示館」にて３社６技術を常設展示

21 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

・各地整等における地方公共団体参
加の見学会・講習会の実施。
・都道府県等問い合わせ窓口を通じ
た見学会・講習会の案内・参加要
請。

2
・９月末、２月末時点での実施状況
（参加状況含む）のフォローアップ。

3

・各地整等の取り組みを参考とした、
見学会・講習会の策定・実施。
・都道府県等問い合わせ窓口を通じ
た見学会・講習会の案内・参加要
請。

4
・９月末、２月末時点での実施状況
（参加状況含む）のフォローアップ。

H26 H27 H28 H29

■見学会･講習会への地方公共団体の参加促進

９－１  見学会･講習会への地方公共団体の参加促進

内　　容

④地方公共団体への展開に関する重点目標

９  情報化施工の導入現場の公開や支援の充実

H30

各地整等における取組、協会への参加要請

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

22 

5

・各地整等共通内容の見学会・講習
会等を含め実施。
・都道府県等問い合わせ窓口を通じ
た見学会・講習会の案内・参加要
請。

6
・９月末、２月末時点での実施状況
（参加状況含む）のフォローアップ。

実施内容及びスケ
ジュール

　平成２５年度の実施状況

　　○見学会、講習会への地方公共団体の参加状況

　　　　　実施回数　：　７６回
　　　　　参加者数　：　９７４人

22 



項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

・都道府県等問い合わせ窓口の設
置
・通達等の参考送付、協力依頼
・全国ブロック土木部長会議での周
知
・各地整毎の地方公共団体との意見
交換会等の実施
　（国交省での取り組み状況の情報
提供等）

2

・通達等の参考送付、協力依頼
・全国ブロック土木部長会議での周
知
・各地整毎の地方公共団体との意見
交換会等の充実

H26 H27 H28 H29

■都道府県との連携体制の強化

９－２  都道府県との連携体制の強化

内　　容

④地方公共団体への展開に関する重点目標

９  情報化施工の導入現場の公開や支援の充実

H30

 　・問い合わせ窓口の設置　【6/17設置】
 　・地方公共団体への通達等の参考送付、協力依頼　【6/17通知】
 　・説明資料の作成、周知　【5/27土研により資料作成・周知】
 　・全国ブロック土木部長会議での周知【7月～】

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

23 

2 交換会等の充実
　（国交省での取り組み状況及び各
都道府県の取り組み状況の情報共
有等）

3

・通達等の参考送付、協力依頼
・全国ブロック土木部長会議での周
知
・各地整毎の地方公共団体との意見
交換会等の定着
　（国交省での取り組み状況及び各
都道府県の取り組み状況の情報共
有等）

実施内容及びスケ
ジュール

　平成２５年度の実施状況

　　○地方公共団体との意見交換会

　　　　　実施回数　：　２２回
　　　　　参加者数　：　２８３人（全体）（内、地方公共団体１７７人）
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項　　目

５つの重点目標

１０の取組

プログラム名

業務概要

主要目標

分担地整

1

・各機関の研修等の内容及び実施
状況（参加者の反応含む）の情報共
有

2
・９月末、２月末時点での実施状況
のフォローアップ。

3

・各機関のテキスト等を収集把握し、
良い内容を取り入れるなど、研修等
の内容の充実を図る。

4
・９月末、２月末時点での実施状況
のフォローアップ。

基礎的事項のテキスト共有など 各

H26 H27 H28 H29

■研修、見学会･講習会の充実

１０－１  研修、見学会･講習会の充実

内　　容

⑤情報化施工に関する教育・教習の充実に関する重点目標

１０  研修の継続と内容の充実

H30

国交大研修、技術事務所、施工技術総合研究所、レンタル企業等の各種研修の有効活
用、内容の充実

情報化施工推進戦略
各プログラムのロード
マップ

マネジメント担当機関 関東地整 施工企画課

H25

24

5

・基礎的事項のテキスト共有など、各
機関共通内容での研修等の実施。
（独自内容を加えることも可とする。）

6
・９月末、２月末時点での実施状況
のフォローアップ。

実施内容及びスケ
ジュール

　平成２５年度の実施状況

　　○現場見学会

　　　　　実施回数　：　４０回
　　　　　参加者数　：　１，９８２人

　　○技術講習会

　　　　　実施回数　：　１０６回
　　　　　参加者数　：　８，８５５人

　　○その他（業団体等との意見交換会）

　　　　　実施回数　：　９回
　　　　　参加者数　：　２９０人
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